
　鋸南町介護予防・日常生活支援総合事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める要綱を次のように定める。
　　平成２９年８月４日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鋸南町長　白　石　　治　和　　

鋸南町告示第３６号
　　　鋸南町介護予防・日常生活支援総合事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める要綱

　（趣旨）
第１条　この告示は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の６３の６の規定に基づき、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条の４５第１項の介護予防・日常生活支援総合事業のうち同項第１号の第１号事業の人員、設備及び運営に関する基準を定めるものとする。

　（定義）
第２条　次項に規定するもののほか、この告示において使用する用語は、法において使用する用語の例による。
２　この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

　(１)　介護予防訪問介護相当サービス　第１号訪問事業に係るサービスのうち、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成２６年法律第８３号）第５条の規定による改正前の法（以下「平成２６年改正前法」という。）第８条の２第２項に規定する介護予防訪問介護（以下「旧介護予防訪問介護」という。）に相当するものをいう。

　(２)　指定介護予防訪問介護相当サービス　指定事業者の当該指定に係る介護予防訪問介護相当サービスの事業を行う事業所により行われる介護予防訪問介護相当サービスをいう。

　(３)　介護予防通所介護相当サービス　第１号通所事業に係るサービスのうち、平成２６年改正前法第８条の２第７項に規定する介護予防通所介護（以下「旧介護予防通所介護」という。）に相当するものをいう。
　(４)　指定介護予防通所介護相当サービス　指定事業者の当該指定に係る介護予防通所介護相当サービスの事業を行う事業所により行われる介護予防通所介護相当サービスをいう。

　（指定介護予防訪問介護相当サービス又は指定介護予防通所介護相当サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準）

第３条　指定介護予防訪問介護相当サービス又は指定介護予防通所介護相当サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準は、次条から第６条までに定めるとおりとする。

　（一般原則）

第４条　指定事業者は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めなければならない。
２　指定事業者は、指定介護予防訪問介護相当サービス又は指定介護予防通所介護相当サービスの事業を運営するに当たっては、地域との結び付きを重視し、町、他の指定事業者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めなければならない。

　（記録の整備）

第５条　介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成２７年厚生労働省令第４号）附則第２条第３号又は第４条第３号の規定によりなおその効力を有するものとされた指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号。以下「旧指定介護予防サービス等省令」という。）第３７条及び第１０６条に規定する記録の保存期間は、５年間とする。

　（その他の基準）

第６条　第４条及び前条に規定するもののほか、指定介護予防訪問介護相当サービス又は指定介護予防通所介護相当サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準は、旧指定介護予防サービス等省令に規定する旧介護予防訪問介護又は旧介護予防通所介護に係る基準とする。

　　　附　則
　この告示は、公示の日から施行する。
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